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1.はじめに 

 金属などの結晶格子を持つ材料の応力測

定方法として知られている X 線回折法を用

いて、劣化したコンクリート構造物内部の

応力測定法および評価方法の検討を行った。

産業界では実用化されている X 線回折法を

用いることで、実構造物に現在生じている

応力状態が測定できるため、構造物の現状

を力学的観点から評価できる可能性がある。

本論文では、本測定手法の紹介と実構造物

へ適用した結果を報告する。 

 

2. X 線回折法による残留応力測定 

(1)測定原理 

金属材料は結晶粒の集合体であり、格子

面間隔は金属原子固有のものである。そこ

に応力が加わると、応力に応じた格子面間

隔が変化する（図-1）。ここに X 線を入射さ

せると散乱する際に、Bragg の法則を満た

すように X 線がリング状に回折してくる。

これをデバイリングと言い、無応力試料に

おけるデバイリングを基準とし、測定試料

のデバイリングとの差を求めることで格子

面間隔の変化を測定し、発生している応力

を推定する方法が X 線回折法である 1),2)。 

 鉄筋の屋内引張試験に本方法を適用する

ことで、±30MPa 程度の誤差範囲で応力を

推定できることが確認されている 3)。本報

では文献 3)の方法に準じて測定を行った。

また、現場の不安定な環境で、屋内環境と

同程度の精度を確保する方法についても検

討対象となる。 

 

図-1 X 線回折法の原理 

 
図-2 ポータブル型 X 線残留応力測定装置 

(2)残留応力測定器概要 

 使用した測定器を図-2 に示す。この測定

器は、X 線を用いた残留応力推定手法の一

つである cosα法を採用した装置である。

この方法の特徴は、X 線の単一入射のみで

応力を測定でき、従来の測定器に比べ小型

化、測定時間の短縮化を実現したことから、

現場計測が可能となったことである。なお、



 

本報では残留応力を、現在鋼材に生じてい

る応力と定義する。 

(3)測定の前処理 

 本方法は鋼材の残留応力を測定するもの

であり、コンクリート構造物の応力評価を

する際は、コンクリート内部の鋼材をはつ

り出す必要がある。また、鉄筋表面の平面

処理および酸化被膜を除去することを目的

にディスクサンダーなどで物理的に研磨し

たのち、さらに電解研磨を行う。これによ

りコンクリート中の鉄筋に生じた応力を±

30MPa の精度で計測することが可能となる3)。

図-3 にかぶりコンクリートをはつり出し、

研磨処理した状況の一例を示す。 

 

図-3 測定前のはつり出しおよび電解研磨状況 

 

3.対象構造物 

 今回の報告では、ASR 劣化した橋脚およ

び塩害劣化した RCT 桁橋主桁を対象に X 線

回折法による応力測定を行った。 

(1)ASR 劣化した橋脚 

 ASR により劣化した橋梁橋脚の鉄筋の残

留応力を測定した。対象構造物には、図-4

に示すように、コンクリート表面全面に

0.3 1.5mm の亀甲状のひび割れが生じて

おり、コンクリート橋脚内部の鉄筋は、ASR

による膨張力により引張状態にあると予想

される。 

(2)塩害劣化した RC 単純 T 桁橋主桁 

 本手法は、試験室のような一定条件での

測定に対しては、安定的な結果を得ること 

 

図-4 RC 橋脚のひび割れ状況 

ができるが、実構造物に適用した場合、現

場条件により測定困難となることも想定さ

れる。そこで、昭和 29 年に架設され、塩害

劣化が著しく進行し、補修工事が行われた

RC単純T桁橋(橋長9.4m)の主桁において測

定可能性を評価した。 

 補修工事は桁全体的に断面修復が行われ、

その後含浸工法を施すものであった。主桁

の主鉄筋の応力測定では、図-5 に示すよう

に桁下面から上向き作業となるため、側面

を測定する橋脚に比較し難易度が高くなる。 

 
図-5 鉄筋はつり出し状況（断面修復） 

4 測定結果および考察 

(1)ASR 劣化した橋脚 

ASR 劣化した橋脚の側面の帯鉄筋をはつ

り出し鉄筋の応力を測定した。応力測定状

況を図-6 に示す。応力測定位置は，図-7

に示す 4 箇所において 5 回ずつ測定した。

表-1 に測定結果を示す。 

本構造物は ASR によりコンクリートが膨

張しているため、内部の鉄筋の応力は引張

状態と想定される。表-1 から P3 以外の鉄



 

筋の応力状態は、引張状態となっており、

また、P1、P2 では大きな引張応力が生じて

いることも確認できる。しかし、P3 での応

力状態は圧縮であり、想定と異なる。これ

は、測定箇所が重ね継手の位置であること

から、応力発生機構が他の 3 点と異なって

いることが原因と推測される。 

 コンクリートと鉄筋が付着している場合

は鉄筋とコンクリートに生じるひずみは同

値であり、ヤング係数比 n=Es/Ec=7.14 程度

とすると、鉄筋の応力をヤング係数 n で除

すことで、コンクリートの引張応力は、8.4

  12.9MPa 程度の値と推定できる。一方、

コンクリートの設計基準強度 f’ck を

30MPa と仮定すると、コンクリートの引張

強度 ft=0.23f’ck2/3=2.2MPa と推定され、

コンクリート引張応力は引張強度を大きく

超えるため、ひび割れが生じる応力レベル

であることがわかる。 

 表-2 に、鉄筋応力をコンクリート応力に

換算した値を示す。このように、本手法に

よりコンクリート内部の鉄筋の応力状態を

測定することが可能で、ここからコンクリ

ート応力の推定も可能である。しかしなが

ら測定された鉄筋の応力からコンクリート

の応力へ換算する方法については、基礎的

な検討が不十分であり、今後の検討課題で

ある。また、測定結果に基づく耐荷性能に

関する評価方法についての詳細も今後の検

討課題である。 

(2)塩害劣化した RC 単純 T 桁橋主桁 

 次に、塩害劣化した RC 単純 T 桁橋の主桁 

主筋に対して応力測定を行った結果を示す。 

 図-8 に T 桁の断面図を示す。前述の橋脚

同様に主筋 D25 を研磨したのち、応力測定

を行った。図-9 に測定した 4 箇所を、図-10

に測定状況を示す。 

 主桁主筋では、上向き測定となるため、 

 

図-6 応力測定状況 

 
図-7 応力測定箇所 

 

表-1  計測結果(単位：MPa) 正：引張，負：圧縮

 1 2 3 4 5 平均

P1 107 110 60 87 92 91.2
P2 86 99 95 92 94 93.2
P3 2 -81 -8 -61 -63 -42.2
P4 66 60 96 65 45 66.4

 

表-2  換算結果(単位：MPa) 正：引張，負：圧縮

 鉄筋応力 
測定値 

コンクリート  

換算応力 
コンクリート  

引張強度 
P1 91.2 12.8 ＞

2.2 
P2 93.2 13.1 ＞

P3 -42.2 -5.9 ＜

P4 66.4 9.3 ＞

 

側面を測定する橋台と異なり難易度が高く、

測定精度にもばらつきが予想された。 

 測定結果を表-3 に示す。同表備考欄に示

す「鉄筋解放」とは、はつり出した後に鉄

筋が緩んでいる状態であり、完全に応力が

解放されたと推測されることを意味する。 

 



 

 

図-8 主桁断面修復計画 
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図-9 研磨および測定箇所 

 

図-10 応力測定状況 

表-3 より，同一測定位置においても結果

にばらつきがあり、一部圧縮（負値）が生

じている場合もある。また、本測定時には、

基準試料の測定値が 72(MPa)となったため、

測定値を補正している。 

鉄筋開放されている No.2 以外の補正後

測定値は 0±30(MPa)の範囲にあり、概ね妥

当な測定結果と判断できる。 

 以上、主桁主筋の応力測定が可能である

が、測定方法，測定結果の判定や利用につ 

 表-3 測定結果（正：引張，負：圧縮）

No.
測定

回数
Σx 

(MPa)
平均 

σx(MPa) 
補正 

σx(MPa) 備考 

1 
1 93

73  1 鉄筋解放2 76
3 49

2 

1 21
5  

(13.3)*1 -59   2 17
3 -20
4 2

3 

1 13
14  

(50.3)*1 -22 鉄筋解放
2 -95
3 51
4 87

4

1 63

100  28 鉄筋解放
2 106
3 143
4 89

*1:マイナスを除く平均値

いては課題が残った。今後詳細な検討を行

う予定である。 

 

5 まとめ 

(1)ASR 劣化した橋脚および塩害劣化した

単純T桁橋主桁を対象に鉄筋の応力測定

が可能であることがわかった。 

(2)測定対象によってはばらつきのある値

が得られたことから、現場計測での測定

方法の検討が必要である。 

(3)得られた値の精度保証や、その結果に基

づく構造物の耐荷性能評価等、維持管理

への応用について今後取り組む。 

 本報は、富山潤琉球大学准教授との共同

研究を取りまとめたものであり、田中樹由

氏（(株)オリエンタルコンサルタンツ）、山

口真氏（パルステック工業(株)）の助言・

協力を得た。付記して謝意を表する。 
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